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＜全体評価＞ 

公立大学法人名桜大学評価委員会（以下「本評価委員会」という。）は、地

方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号、以下「法」という。）第 78 条の

2 第 1 項第 1 号、名桜大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

（平成 22 年規則第 1 号）の第 17 条の規定に基づき、公立大学法人名桜大

学（以下「法人」という。）から提出された「公立大学法人名桜大学令和 4 年

度業務の実績に関する報告書」について、法第 11 条第 2 項第 2 号の規定

により評価を行った。 

評価に際しては、「公立大学法人名桜大学の事業年度に係る業務実績に

関する評価基準」に基づき、当該報告書に関する法人へのヒアリング等を加

味して調査・分析を行った。なお、ヒアリングに際しては、本評価委員会が当

該報告書を事前に確認し、記述不足や不明瞭な箇所について法人に説明を

求めた。 

第 3 期中期目標・中期計画期間（令和 4 年度～令和 9 年度）の 1 年目（令

和 4 年度）の業務実績は、計画以上に実施した項目「s」評価が 1 個、計画ど

おり実施した項目「ａ」評価が 72 個、概ね計画どおり実施した項目「ｂ」評価が

16 個あり、年度計画の達成に向けた取り組みが行われたと評価することが

でき、中期計画を達成するためのＰＤＣＡによる業務運営が実施できている。

また、年度計画を十分には実施していない項目「ｃ」評価が 4 個、年度計画を

大幅に下回っている項目「ｄ」評価が 1 個あり、次年度以降、改善に向け全学

的に取り組むよう求める。（表１参照）。 

教育に関しては教育組織の改編、地域創生に関しては地域の教育課題

解決に向けた取り組み、研究に関しては研究環境の支援体制、業務運営に

関しては内部統制機能の実質化、財務に関しては継続的な自己財源確保

の積極的な取り組み、自己点検に関しては年度計画の着実な遂行に向けた

進捗管理の取り組みを行うなど、各項目における取り組みが評価できる。 

法人評価が「ｂ」評価となった項目について、その理由が不明瞭なもの、ま

た、「ａ」にするための方策についての記述が十分ではないものが若干見受

けられるものの、地域創生、魅力ある大学づくり、教育、研究、業務運営、財

務、自己点検の各項目において、全体的に適切に記述がされている。 

以上の事から、令和 4 年度においては「年度計画を順調に実施している」

ものと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

（表 1）令和 4 年度名桜大学業務実績報告書に関する評価の割合（1～94 全体） 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 1 72 16 4 1 94  

割      合（％） 1.1 76.6 17.0 4.3 1.1 100.0  
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＜項目別評価＞ 

Ⅰ 地域創生に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 2）地域創生に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 1 10 7 1 0 19  

割      合（％） 5.3 52.6 36.8 5.3 0.0 100.0  

１ ＜地域貢献活動の推進＞

地域資源を活用した教育研究については、「プロジェクト学習改革案」の

作成、情報集約用の「スプレッドシート」を作成するなど、地域資源を活用し

た教育活動の改善策に取り組んでおり、既存の地域団体・組織との連携を

通じたプラットフォーム作りを目指している。【1A-1】 

また、寄付講座等を呼び込むための方策としては、地域企業との産学包

括連携協定の締結という足掛りを築くことに成功している。さらなる展開に期

待したい。地域人材の育成・定着の評価指標については、いまだに定める事

ができていない。指標策定に向け取り組みを加速していただきたい。【1A-2】

【1A-3】 

地域の教育課題については、高大接続勉強会の実施、入学予定者に対し、

入学前特別講座等の実施、さらに、入試改革をするなど、教育課題の解決.

に取り組んでおり、特に高大接続事業は高く評価できる。 

また、北部教育研究センターの取り組みにおいては、教育連携型研修会

「探求学習」と「英語教育」、「教職スタートアップ講座」を実施し、教員の授業 

力向上に資する取り組みとして評価できる。さらに、「教員養成講座」、「教員

候補者選考試験の対策講座」を実施し、教員候補者採用試験に 22 人の合

格者を出したことは、特に評価できる。【1B-1】【1B-2】 

学生による児童・生徒への学習支援活動については、その実態を適宜把

握し、課題の抽出に努められたい。リカレント教育については、シニアシティ

ズン制度を含めた聴講制度の課題と対策を検討するとともに、リカレント教

育の推進に取り組んでいただきたい。【1B-3】【1B-4】 

地域の健康課題の解決については、やんばるプロジェクト健診の実施に

取り組んでおり、また、地域住民を活用した「やんばる健やか協力隊」の活

動は、健康支援人材育成に繋がる取り組みとして評価できる。教員・学生ボ

ランティアの地域支援活動については、活動に取り組む者のモチベーション

向上につながるよう適宜、HP 等で情報公開を進めて欲しい。【1C-1】【1C-2】

【1C-3】 

地域の言語・歴史・文化の保全については、沖縄ディアスポラ研究センタ
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ーにおいて、学術セミナー・シリーズ、特別講演会等が実施され、今後の成

果に期待が膨らむ。琉球文学大系の編集においては、第 14 巻『組踊』（上）

他 2 巻を刊行、さらには湧川文庫の継続的な資料の悉皆調査及び劣化防止

処理を実施するなど、保全に向けた取り組みがなされている。【1D-1】【1D-2】

【1D-3】 

 

２ ＜地域連携の強化＞ 

地域連携の強化については、大学コンソーシアム沖縄の 3 事業に参画す

るに留まっており、新たな地域連携プラットフォーム構築に至っていない一方、

地域連携プラットフォーム構築に関するＷＧを設置し、推進体制を整備して

いることは評価できる。引き続き、地域連携コーディネーターを活用し、地域

連携プラットフォーム構築に向けて取り組んでいただきたい。【2A-1】【2A-2】

【2B-1-1】【2B-1-2】【2B-1-3】【2B-2】 
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Ⅱ 魅力ある大学づくりのための目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 3）魅力ある大学づくりのための目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 0 5 0 2 1 8  

割      合（％） 0.0 62.5 0.0 25.0 12.5 100.0  

 

３ ＜時代の変化に対応した教育改革＞ 

教育研究組織については、国際学群の改組、健康情報学科の設置、大学

院スポーツ健康科学専攻（修士課程）設置認可申請するなど、時代の変化

に応じた教育改革に努力している。 

また、国際的に活躍できる人材育成という観点からも、英語・中国語等の

外国語力に関する卒業要件については、引き続き検討を進めていただきた

い。【3A-1】【3A-2】【3B-3】 

教育プログラムについては、「建学の精神」を具体化したリベラルアーツ教

育の議論が進んでいないが、具体化の実現に期待するとともに、「試行的オ

ンライン授業」の実施、クォーター制導入に向けて調査を行うなど、新しい教

育プログラムの整備に取り組んでいることは評価できる。【3B-1】【3B-2-1】

【3B-2-2】 

 

 

 

 

 

 

ステークホルダーとの連携強化については、同窓会との連携ができてい

ないことから、組織的な連携を確かなものとし、さらには、同窓会に限らず

「卒業生を含めたステークホルダーとの連携及びサポート体制の構築」が進

展する事を期待したい。 

一方、卒業生の活躍に関する情報について、広報誌やウェブサイトに掲

載していく取り組みは評価できる。【3C-1-1】【3C-1-2】 
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Ⅲ 教育に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 4）教育に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 0 18 7 0 0 25  

割      合（％） 0.0 72.0 28.0 0.0 0.0 100.0  

４ ＜特色ある教育の推進＞ 

国際学群においては、外国語現地実習、海外インターンシップ、人間健康

学部においては、初年次教育チューター、助産学専攻科においては、国家

試験対策模試、教職課程では、教員養成講座の実施と、それぞれの特色を

活かした教育課程の実践に取り組んでいる。引き続き、改善を図りながら、

計画以上の取り組みに期待したい。また、数理・データサイエンス・AI 教育プ

ログラム認定に向けて集中講義が実施され、申請準備への取り組みがみら

れる。【4A-1-1】【4A-1-2】【4A-1-3】【4A-1-4】【4A-2】 

大学院国際文化研究科では、論文評価ルーブリックや授業評価アンケー

トにおいて好ましい評価が得られている。また、大学院博士後期課程では、

沖縄ディアスポラ研究センターとの協働など特色ある教育課程への取り組み

がみられる。近い将来に予定される特任教員の後任人事については、選考

に関する基本方針を基に円滑な実施が期待される。また、大学院看護学研

究科においても授業評価アンケート等で満足度の高い結果が示されており

評価できる。【4Ｂ-1】【4Ｂ-2】【4Ｂ-3】【4Ｂ-4】 

 

 

 

グローバル教養プログラムについては、基本方針（案）が策定されており、

大学独自のプログラム編成に期待したい。また、留学生の派遣・受入れにつ

いては、量から質への転換という観点から協定方針の見直しを行うなど、留

学環境の整備に取り組んでいることは評価できる。【4Ｃ-1】【4Ｃ-2】 

 

５ ＜教育の質の向上＞ 

教育の質の向上については、「名桜大学学位プログラムの教学マネジメン

ト方針」（案）を教職員へ周知するとともに、実施体制等の規程整備の検討が

進められている。 

また、学修成果の評価については、教育内容や方法の改善策が講じられ

ているが、ディプロマポリシーの達成度評価の明文化及び学修成果との関

連付けなどの課題がみられる。全学教務委員会においてそれらの課題への

取り組みがみられる。 

能力開発（FD）の推進については、3 回の研修会の実施が行われたほか、

教員相互の授業見学の実施に際しては、ロールモデル教員を選出すること

で、参加者減少に歯止めをかけた。さらに、学外講師による「学習する組織」
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の導入方法についての研修会及びティーチングポートフォリオ導入を促進す

る勉強会を実施するなど、教員の能力向上への取り組みがなされている。 

【5A-1】【5A-2】【5A-3】【5Ｂ-1】 

 

６ ＜多様な学生の確保＞ 

志願者（特に県外者）が全学的に減少傾向にあることについて要因の検

討を行った結果、県内の受験生をより多く受け入れられる入試制度への改

善が必要と判断し、その検討がすでに開始されている。新学部学科の入学

者募集については、学長や教員も含めた取り組みがなされるとともに、従来

からのオープンキャンパス、入試説明会などの募集活動にも力を入れている。

今後、受験生人口が減少することへの対策については、入学者選抜の見直

しのみではなく、「魅力ある大学」「行きたい大学」づくりのプランの実行に取

り組んでいる。また、リメディアル教育、リカレント教育への取り組みにおいて、

より広い層へ入学の間口を広げている。これらと並行して北部地域からの入

学者受入れについては、「沖縄・北部枠」「北部指定校推薦」の種別設定を検

討している。引き続き、積極的な学生募集の取り組みに期待したい。 

【6-1】【6-2】【6-3】 

 

７ ＜学生支援の実施＞ 

学修支援については、個々の学生への履修指導の改善のため、履修モ

デルが作成されている。そこで実施されるリメディアル教育においては、チュ

ーターの自発的なスキルアップのための仕組みづくりに取り組んでいる。学

習センターでは、利用者の利用目的を把握する調査を行ったうえで利用率

改善に取り組んでおり、その一方で、学習センターの利用効果についての明

確な指標はいまだ設定されていない。今後は、有用性をきちんと捕捉するこ

とが必要である。 

経済的に困窮する学生に対しては、大学独自の奨学金制度や授業料減

免制度の見直しが図られており評価できる。また、ハラスメント防止に向けた

実態調査により疑義案件の数的な把握がなされ、同時に、これまで取り組ん

だハラスメント防止啓発活動の周知普及の程度が低迷している。深まりつつ

ある性的マイノリティへの社会的な認識を踏まえ、これまで以上にハラスメン

ト防止及び相談窓口の周知に力を入れる必要がある。 

【7A-1】【7A-2】【7Ｂ-1】【7Ｂ-2】【7Ｂ-3】 

 

８ ＜キャリア形成支援の実施＞ 

キャリア形成の支援については、卒業生及び在学生にアンケートを実施し、

キャリア支援体制について満足しているとの結果が得られていることは評価

できる。また、「電子ポートフォリオ」を活用したキャリア支援体制の構築を進

めているが、十分な成果を得られるまでに至っていない。今後も、支援体制

の充実に向けた取り組みに期待したい。【8-1】【8-2】 
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Ⅳ 研究に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 5）研究に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 
評 価 数 0 11 0 0 0 11  
割      合（％） 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0  

９ ＜特色ある研究の推進＞

特色ある研究の推進については、外部資金の獲得において、科研費申請

に向けた勉強会や説明会、個別相談会を実施し、科研費採択につながって

いる一方、URA が採用されていないため、研究支援体制として課題が残され

ている。次年度は採用に向けて取り組んでいただき、大型研究費の獲得に

期待したい。 

また、既存の研究支援の継続、研究費の執行状況確認、研究成果の公

表、研究発表会の開催、また、学内競争的資金の在り方についても、研究助

成の統合、研究費重複においての資金配賦の見直しを行うなど研究支援の

充実化が図られている。なお、研究成果の公表については、その概要が把

握可能な資料の提示を願いたい。【9-1-1】【9-1-2】【9-2】 

 

１０ ＜研究水準の向上＞ 

研究環境の支援体制については、サバティカル制度の運用が定着しつつ

あり、制度利用者からの声を踏まえた改善への取り組みも見られる。研究不

正防止については、内部監査をはじめ実に様々な取り組みが実施され、研

究倫理審査についても審査期間短縮や審査会開催数の増加、体制強化な

どが図られ、その堅実性が評価できる。適切な応募人材の確保に難航して

いる URA 採用については、公募要領を見直し、多数の応募者からの選抜と

いうアプローチへと変更がみられた。 

【10-1-1】【10-1-2】【10-1-3】【10-1-4】【10-2】 

 

１１ ＜研究成果の還元＞ 

地域社会への研究成果の還元について、研究者に関する情報を可視化・

公表するため、研究者総覧の公開を行っており、さらにその改善に取り組ん

でいる。研究成果の還元については、大学の紀要 2 誌の発行、学内研究助

成対象研究の研究発表会及び地域連携機構による公開講座の実施、環太

平洋地域文化研究所による大型商業施設におけるシンポジウム開催や名

桜やんばるアカデミーの実施など、多彩な取り組みは評価したい。【11-1】

【11-2】【11-3】 
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Ⅴ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 6）業務運営の改善及び効率化に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 0 12 2 1 0 15  

割      合（％） 0.0 80.0 13.3 6.7 0.0 100.0  

１２ ＜内部統制機能の実質化＞ 

大学事務局は、理事長及び学長による内部統制のあり方を大学経営・運

営方針「ミッション（使命）・ビジョン（目標）・バリュー（共通の価値）」において

発表し、この実効性を高めるため、監事、会計監査人、内部監査員との意見

交換を行った。法人運営会議においては、機能的でかつ分かりやすい内部

統制システム体制図についての検討が行われた。【12-1】【12-2】 

 

１３ ＜業務の改善・効率化＞ 

組織体制について、学生への効果的な学習支援に対する連携が不十分

なことから、学習支援を推進する目的として名桜大学学習支援センター内規

が制定され、組織体制の見直しが図られている。【13-1】 

業務の改善については、学生募集の戦略的見直しについて、コンサルタ

ントとの意見交換の実施、学内にある 2 つのシステム（Garoon と Googｌe）の

見直しを行うなど、効率化に向けた取り組みがなされている。【13-2】 

また、学生募集に関する緊急タスクフォースを立ち上げ、外部有識者やス

テークホルダー（本学卒業生）を委員に任用し、その知見を大学運営に活用

している。【13-3】 

 

１４ ＜大学機能を支える人材育成＞ 

大学運営の質の向上を図るため、クロスアポイント制度を制定し、新たな

制度への取り組みがなされている。【14-1】 

また、適切な人事制度の下、教職員の採用が進められている。さらに、国

際学群改組・学部設置に伴う人事配置を行い、業務負荷を勘案して教務部

長に事務職員を充てるなど、適切な人事配置が図られている。【14-2】 

このほか、教職員の知識・技能の習得ための多角的な研修会開催の取り

組みがみられる。【14-3】 

１５ ＜リスクマネジメントの強化＞ 

リスクマネジメントについては、教職員へのハラスメントに関する研修会を

実施し、その啓発活動に努めている一方、人権擁護に関するガイドラインに

ついて、倫理委員会における検討ができていないことから、早急に検討を行

い、人権に対する意識向上に向けた取り組みに期待する。 

アカデミック・ハラスメント、パワーハラスメントについては、学生が被害者

と気づいていない、客観的に行き過ぎた指導となっていないかなど、相談で
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きる体制が重要となっていることから、グレーゾーンの状態の時に予防でき

るようリスク管理に努めていただきたい。【15A-1】【15A-2】 

災害等の有事における危機管理の取り組みについては、全学的な避難訓

練（オンライン）の実施、危機管理マニュアルにおける組織体制の見直しを

行うなど、危機管理への適切な対応がなされている。しかしながら、不測の

事態に備えるための事業継続計画（BCP）の策定が検討されていないことか

ら、早急に策定に向けて取り組んでいただきたい。さらに、事故が発生し、対

応できない事態になることは避けていただきたいので、次年度以降、「a」、「ｓ」

を目指して取り組むことに期待する。 

また、個人情報並びに情報資産の保護については、名桜大学情報セキュ

リティポリシーの内容が、FD・SD 合同研修会において説明されており、運用

管理等の情報セキュリティの強化に努めている。【15B-1】【15B-2】【15C-1】

【15C-2】 

さらに、法令及び学内規則を遵守するための取り組みとして、道交法改正、

個人情報保護法について、教職員へ周知するとともに、改正内容を理解す

るための研修会、コンプライアンス研修等を実施するなど、教職員の規範意

識への向上が図られている。【15D-1】
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Ⅵ 財務に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 7）財務に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 0 11 0 0 0 11  

割      合（％） 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0  

１６ ＜安定的な財務運営＞

安定的な財務運営については、四半期ごとの予算執行の確認、執行率に

応じた計画の点検見直しを通し効率化に取り組んでいる。また、経費の抑制、

業務の合理化に向けた学習センターの統合、「やんばる奨学金制度」の見

直しを行っている。【16A-1】【16A-2】 

財務基盤の構築については、県内外及び県外での新規開拓を含め学生

募集を積極的、精力的に実施している。また、沖縄県のヒト介入試験プラット

フォーム構築事業委託業務の獲得、さらに、教員に向けた公募情報の周知

を図ることにより、共同研究 1 件、受託事業 2 件、受託研究 3 件の実績をあ

げるなど外部資金獲得、自己財源の確保に努めている。【16B-1】【16B-2-1】

【16B-2-2】 

 

１７ ＜資産の有効活用＞ 

資産の維持管理・更新及び有効活用については、学内ネットワークを更改

し、資産機能の保全を図り、また、学部改組及び学科新設に伴う環境整備に

おいて、福利厚生棟を解体し、跡地に新施設の建築を予定するなどの取り

組みがなされている。このほか、地域（市町村、学校、企業等）へ施設等の

有償貸与を行うなど、機会費用の削減が図られ、資産の有効活用に努めて

いる。【17-1-1】【17-1-2】【17-1-3】【17-1-4】【17-1-5】 

 

１８ ＜環境配慮への取り組み＞ 

消費電力の見える化の実施、多目的ホール及び武道場の LED への改修

工事を行うなど、環境へ配慮した取り組みがなされている。【18-1】 
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Ⅶ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 評価 A：年度計画を順調に実施している 

 

（表 8）自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標達成に係る評価の割合 
評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 0 5 0 0 0 5  

割      合（％） 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0  

１９ ＜法人運営全般の改善及び広報活動＞ 

第 3 期中期計画を着実に実施するため、「内部質保証管理アプリ」を作成

し、「年度計画」「行動計画」「中間報告」「業務実績報告」の進捗管理を行う

ことで、PDCA サイクルを意識した取り組みがなされている。また、看護学分

野別認証評価に向けて、評価員研修会に教員を派遣するなど、受審に向け

た取り組みがなされている。 

多様なステークホルダーから、広く意見等を聴取し、開かれた大学運営と

社会的価値の向上を目的とした「（仮称）名桜大学ステークホルダー委員会」

を設置しており、活動に期待したい。【19A-1】【19A-2】【19A-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報公開については、IR 室 Web サイトにおいて、教学データ（大学入試、

学習センターの利用状況等）のサイトを公開し、可視化、分析が行えるように

なっている。引き続き、教育・学修・研究データの一元管理システムの構築に

期待する。 

広報活動については、大学のホームページ、広報誌等の刊行物、SNS の

活用、さらに本学公式インスタグラムを開設するなど、教育・研究・地域活動、

学生の活動等の情報を広く社会へ発信する取り組みがみられる。【19B-1】

【19B-2】 
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公立大学法人名桜大学評価委員会委員名簿 

区 分 氏  名 役職等  

委員長 花 城 良 廣 一般財団法人沖縄美ら島財団理事長 

委員長代理 比 嘉 恵 一 元名護市教育長 

委員 石 川 正 一 学校法人石川学園理事長 

委員 石 原 昌 英 国立大学法人琉球大学国際地域創造学部教授 

委員 泉 川 良 範 社会福祉法人 五和会 名護療育医療センター医療顧問 
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自己
評価 法人評価 広域評価

区　　分 金　　額 区　　分 金　　額 金　　額

収入 収入

運営費交付金 12,901 運営費交付金 2,865 2,865

授業料等収入 8,552 授業料等収入 1,209 1,235

受託研究等収入及び寄附金 184 受託研究等収入及び寄附金 67 68

補助金収入 21 補助金収入 16 15

その他収入 144 その他収入 24 25

退職給付引当金取崩 453 退職給付引当金取崩 100                      90

施設整備費補助金 2,814 施設整備費補助金 0 0

長期借入金収入 500 計 4,280 4,297

計 25,569

区　　分 金　　額 区　　分 金　　額 金　　額

支出 支出 支出

教育研究経費 7,977 教育研究経費 1,137 1,031

人件費 11,699 人件費 1,877 1,821

一般管理費 2,663 一般管理費 322 225

施設整備費 2,814 施設整備費 945 876

長期借入金償還金 416 計 4,280 3,953

計 25,569 344

計

収入-支出

【積算にあたっての基本的な考え方】
　　令和３年度予算を前提として、６年間の予算を積算している。
【運営費交付金の算定方法】
　　地方交付税基準財政需要額の教育費に係る単位費用と学生数及び、令和３
　年度の運営費交付金決定額を踏まえ積算している。
　　ただし、各事業年度の運営費交付金の額については、各事業年度の予算編
　成過程において計算され決定される。
【人件費の見積り】
　　人件費の見積りについては、中期計画期間の人員を見込んで積算している。
　なお、人件費は役員報酬、教職員給与、法定福利費及び退職手当に係るもの
　である。
【施設整備費について】
　　施設整備費補助金を財源とする新本部棟（仮称）増築整備事業及び現本部
　棟改修整備事業を、施設整備計画に基づき計上している。
【長期借入金について】
　　新本部棟（仮称）増築整備事業及び現本部棟改修整備事業に充てるため、
　計上している。

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことが
あります。

退職給付引当金取崩

教育研究経費

人件費

一般管理費

区　　分

施設整備費

計

- -

（単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円）

区　　分

中期計画（令和4年度から令和9年度）
令和4年度

年度計画

令和4年度

実績

進行状況

Ⅷ　予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

１  予算

 　施設整備費補助金

収入

運営費交付金

授業料等収入

受託研究等収入及び寄附金

補助金収入

その他収入

・令和4年度～令和9年度 ・令和４年度 ・令和４年度

74



区　　分 金　　額 区　　分 金　　額 金　　額

費用の部 23,420 費用の部 3,406 3,316

経常費用 23,420 経常費用 3,406 3,233

業務費 18,660 業務費 2,784 2,770

教育研究経費 7,356 教育研究経費 1,009 917

人件費 11,304 人件費 1,775 1,852

一般管理費 2,403 一般管理費 316 202

財務費用 16 財務費用 0 0

雑損 0 雑損 0 0

減価償却費 2,341 減価償却費 306 261

臨時損失 0 83

収益の部 23,420 収益の部 3,406 3,558

経常収益 23,420 経常収益 3,406 3,446

運営費交付金収益 12,741 運営費交付金収益 1,925 1,971

授業料等収益 7,999 授業料等収益 1,094 1,124

寄附金等収益 184 寄附金等収益 57 64

補助金等収益 21 補助金等収益 9 9

財務収益 2 財務収益 0 0

雑益 144 雑益 24 25

資産見返負債戻入 2,329 資産見返負債戻入 297 251

臨時収益 0 臨時収益 112

純利益 0 純利益 0 純利益 241

総利益 0 総利益 0 241

３  資金計画

区　　分 金　　額 区　　分 金　　額 金　　額

資金支出 32,086 資金支出 6,930 6,718

業務活動による支出 20,873 業務活動による支出 4,304 3,784

投資活動による支出 9,827 投資活動による支出 2,111 2,243

財務活動による支出 416 財務活動による支出 0 2

次期中期目標期間への繰越金 970 翌年度への繰越金 515 689

資金収入 32,086 資金収入 6,930 6,718

業務活動による収入 21,802 業務活動による収入 4,173 3,969

運営費交付金収入 12,901 運営費交付金収入 2,865 2,839

授業料等収入 8,552 授業料等収入 1,209 1,023

寄附金等収入 184 寄附金等収入 67 64

補助金等収入 21 補助金等収入 16 16

その他収入 144 その他収入 16 27

投資活動による収入 8,814 投資活動による収入 1,638 1,631

財務活動による収入 500 財務活動による収入 0 0

前期（中期目標期間からの）繰越金 970 前年度繰越金 1,119 1,119

運営費交付金収入

授業料等収入

寄附金等収入

補助金等収入

その他収入

投資活動による収入

翌年度への繰越金

資金収入

業務活動による収入

・令和4年度～令和9年度

財務活動による収入

・令和４年度 ・令和４年度

前年度繰越金

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないこ
とがあります。

- -

（単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円）

区　　分

資金支出

総利益

・教育研究経費には、教育経費、研究経費、教育研究支援経費のほか、受託事業
費・受託研究費及び補助金事業費を含んでおります。

-

（単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円）

区　　分

費用の部

経常費用

業務費

教育研究経費

人件費

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

２  収支計画

・令和4年度～令和9年度 ・令和４年度 ・令和４年度

-

一般管理費

財務費用

雑損

減価償却費

補助金等収益

財務収益

雑益

資産見返負債戻入

臨時損失

収益の部

経常収益

運営費交付金収益

授業料等収益

寄附金等収益

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しておりますので、合計金額と一致しない
ことがあります。
（注２）総利益241百万円は、運営調整積立金及び施設整備費積立金として処分予
定であります。
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Ⅸ　短期借入金の限度額

Ⅹ　重要な財産を譲渡し、又は担保にしようとするときはその計画

Ⅺ　剰余金の使途

Ⅻ　積立金の使途

- -

１短期借入金の限度額５億円

２想定される理由

　運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要とな

る対策費として借り入れする。

　該当なし。

- -

　第2期中期計画期間中に生じた積立金は、教育研究の質の向上及び施設

整備に充てることを基本とする。

　該当なし。

- -

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び施設

整備に充てることを基本とする。

　剰余金は、教育研究の質の向上及び施設整備に充てた。

- -

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び施設

整備に充てることを基本とする。

　前中期計画期間中に生じた積立金は、教育研究の質の向上及び施設整

備に充てることを基本とする。

　なし。 　該当なし。

１短期借入金の限度額５億円

２想定される理由

　運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要とな

る対策費として借り入れする。

　なし。
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